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○合計特殊出生率についても、1970年代中頃から低下傾向にあり、人口規模が長期的に維持される水準(※2.06)を下回る状況が、

40年以上続いている。

○本県の出生数は1973年以降減少を続け、2022年には10,518人となり、1970年代前半の3分の1程度にまで減少している。

※「人口置換水準」、2020年:とちぎ創生15戦略（第2期）策定時は「2.06」

本県の少子化の現状

図1 出生数（栃木県）及び合計特殊出生率（栃木県・全国）の推移（出典：厚生労働省人口動態統計）

表1 合計特殊出生率全国順位

（出典：厚生労働省、人口動態統計(2022)）

○とちぎ創生１５戦略（第２期）では合計特殊出生率を成果指標に位置づけ、2025年における目標値を1.59としているが、2022年

には全国平均1.26を下回り過去最低の1.24となった。

順位 都道府県 合計特殊出生率

1 沖縄県 1.70

2 宮崎県 1.63

3 鳥取県 1.60

29 群馬県 1.32

32 福島県 1.27

32 茨城県 1.27

36 栃木県 1.24

45 北海道 1.12

46 宮城県 1.09

47 東京都 1.04

２

合計特殊出生率出生数(人)



○国が全国一律で行う施策と、本県の実情に応じたきめ細かに行う事業を組み合わせ、少子化対策の効果を最大限に発揮させることが重要である。

○本県の合計特殊出生率が３年連続で過去最低を更新し、他県に比べて減少率が大きく、対策を講じることが急務である。

合計特殊出生率の改善、ひいては人口減少問題を克服するため

結婚、妊娠・出産、子育てといった、各ライフステージに応じた切れ目ない支援を積極的に行う。

＜今後３年間で加速化して取り組むこども・子育て政策＞

２.全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充

３.共働き・共育ての推進

４.こども・子育てにやさしい社会づくりのための意識改革

骨太の方針
2023

こども未来戦略方針【こども家庭庁】

「少子化対策・
こども政策」の
抜本強化を明記

○国の具体的施策（例）

・児童手当の拡充(所得制限撤廃・支給期間延長等)

・こども誰でも通園制度(仮称)の創設

・男性育休の取得促進

・施設における優先案内や専門レーンの設置 等

少
子
化
ト
レ
ン
ド
反
転

2030年代に入るまでの今後６～７年が少子化傾向を反転するラスト
チャンス

○国は令和５年６月13日に閣議決定した「こども未来戦略方針」において、こども・子育て政策を抜本的に強化し、少子化トレンドを反転させるため、
今後３年間の集中期間において実施すべき「加速化プラン」等をとりまとめるとともに、「骨太の方針2023」においても、「少子化対策・こども政
策の抜本強化」が盛り込まれた。

国の動き

１.ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若い世
代の所得向上に向けた取組

３

○2022年の合計特殊出生率

1.24（前年比▲0.07、減少率

▲5.3％）は３年連続過去最低

を更新し、減少率は５年前と比

較すると全国ワースト４位とな

っている。

図2 近県等の合計特殊出生率の減少率と全国順位（出典：厚生労働省、人口動態統計）

(2022/2021)比 (2022/2017)比他県との比較

減少率全国ワースト7位 減少率全国ワースト４位

減少率
福島県 4 6.6%
栃木県 7 5.3%
福井県 10 4.5%
埼玉県 14 4.1%
神奈川県 15 4.1%
東京都 20 3.7%
千葉県 29 2.5%
茨城県 30 2.3%
群馬県 31 2.2%
静岡県 32 2.2%
山梨県 33 2.1%
長野県 42 0.7%

全国順位 減少率
福島県 1 19.1%
栃木県 4 14.5%
茨城県 5 14.2%
東京都 6 14.0%
埼玉県 7 14.0%
神奈川県 11 12.7%
静岡県 13 12.5%
千葉県 17 11.9%
群馬県 22 10.2%
長野県 34 8.3%
福井県 37 7.4%
山梨県 40 6.7%

全国順位
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表２ 理想の子ども数を持たない理由
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向調査」抜粋
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図３ 女性(25～29歳)の未婚率の変化

2015

2021

図４ 女性の平均初婚年齢の変化 図５ 有配偶出生率の変化

出典：厚生労働省、人口動態統計（確定数） 出典：厚生労働省「人口動態統計（確定数）」による出
生数（母の年齢計）の、国勢調査から作成した日
本人女性有配偶者数（15～49歳）に対する比率

＋0.4歳

－11.8

(歳)
(15～49歳
・対1,000人)

○本県に関するデータによると、本県若年層の未婚率及び平均初婚年齢の上昇幅が他県に比べて大きく（図３．図４）、有配偶出生率
の減少幅が他県に比べて大きい(図５)。また、男性の家事時間が他県に比べて短い（図7）。

○他県や全国のデータによると、出会いの機会の創出だけでは結婚に結びついていない場合が多い(図6)ほか、経済的・心理的負担
により理想の子の数を持つことを諦めている夫婦が多い(表２)とされており、本県も同様の傾向にあると考えられる。
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図６ カップル成立後、成婚に結びつかなかった理由

出典：富山県「とやまマリッジサポートセンター運営戦略」R4.６公表
※富山県は本県と同じ結婚支援センターのシステムを導入しており、
センター利用者のニーズ把握の参考として記載 4
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出典：総務省 社会生活基本調査(2016,2021)

図７ ６歳未満のこどものいる世帯の
１日あたりの家事時間(分)
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5

〇当プロジェクトについては、合計特殊出生率が３年連続で過去最低を更新するなど、深刻さを増す少子化に対応するため、昨年８月
にとりまとめ、早期に実現可能なものについては、第１弾として、令和５年度９月補正にて予算化し実施してきたところであるが、
その後更なる検討を経て新たな取組を加え、本資料のとおりとしたところである。


